



は じ め に
2010 年 2 月 23 日，佐藤キヨ子氏は枚方市を被告に，大阪地方裁判所に生活保護棄却決定取
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保障の後進性を表しているのであり，障害者の人権保障を推進してきた国連の，たとえば，
2006 年に採択され 2008 年に発効した「障害のある人の権利条約」(Convention on the Rights
of Persons with Disabilities. 以下，「障害者権利条約」と略記する) の見地からすれば，到底認
めることのできない措置といえる。また，本件の争点である，被告処分庁が自家用車の保有を







































する認識に到達しているのである (「障害者の権利条約」前文 (e) 第 1 条後段，およびWHO
の ICF〔国際生活機能分類〕，2001 年，参照)。さらに，わが国においても，こうした視点を
受け容れ，2011 年 8 月 5 日に改正成立した「障害者基本法」第 2条では，「社会的障壁」とい
う概念を導入し，障害を「障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当の
制限を受ける状態」とする認識に転換している。
第 2の方向は，2001 年にWHOが発表した ICF (International Classification of Functioning,
Disability, and Health) が明確に示しているが，障害をひとかたまりのものと見るのではなく，








3 つのレベルをまとめて「障害」と言ってしまうが，障害には 3 つの次元があるというのが
WHOの見解である。また，機能障害があれば，活動の制約や参加の制限をやむを得ないもの
と見做して，「環境」を改善する取り組みを放棄してはならないのである。機能障害があって



















































































インクルージョンが使われている (第 3条「一般原則」(c)，第 19 条「自立した生活及び地域
社会へのインクルージョン」，第 24 条「教育」，第 27 条「労働及び雇用」など)。









































とに貢献する。なお，権利条約は 2008 年 5 月 3 日，20ヶ国以上の批准をもって発効し，2011
年 7 月 27 日現在の批准国は 103ヶ国である。






















































































































































(1) 国際障害者年 (1981 年) 以降の変化
さて，これまで述べてきた国連レベルにおける障害者の人権保障のあゆみは，わが国の障害
関連法制や施策にも大きな影響を与えている。とくにその画期になったのは，1981 年に「完
全参加と平等」(Full Participation and Equality) をテーマに開かれた「国際障害者年」といっ









害基礎年金を創設 (1985 年) し，従来の障害福祉年金額を引き上げた点，雇用保障制度では
身体障害者雇用促進法を障害者雇用促進法に改正 (1987 年) し，対象拡大等を行ったこと，
福祉制度において，在宅 3 本柱といわれたホームヘルプサービス，デイサービス，ショートス
テイが，市町村事業として法律上位置づけられた (1986 年) 点などが挙げられる。
(2) 1990 年代以降の動向――障害者基本法の制定












者の定義の変更による対象の拡大，②第 1 条 (目的) や第 3 条 (理念) の規定に「活動の参
加」などの社会参加の文言が盛り込まれた点，③障害者施策を計画的に進めるため「障害者

































まず，基本理念 (第 3 条 3項) に，「何人も，障害者に対して，障害を理由として，差別す
ることその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない」と，障害者への差別禁止の条項が




務 (第 6 条) については新たに，「障害者が差別されることなく，社会，経済，文化その他あ
らゆる分野の活動に参加することができる社会の実現に寄与するよう努めなければならない」
との文言が追加された。
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第 2は，障害者の「地域での自立した」暮らしの保障が強調されていることである。











第 3 は，バリアフリーの考え方を法文上に取り入れたことである。これは 1994 年のハート
ビル法とその改正 (2002 年) などの影響を受けた変更である。これまでの公共的施設の利用，
情報の利用等の項目を，それぞれ，公共的施設のバリアフリー化 (第 18 条)，情報の利用にお
けるバリアフリー化 (第 19 条) に改めて，内容を拡充した。
第 4 は，新たに相談等 (第 20 条) に関する条項をたて，成年後見制度や，その他障害者の
権利利益保護等のための施策，または制度の活用について書き加えたことである。
(4) 2011 年の障害者基本法の改正の要点――差別禁止規定を中心に




















改正前は第 4条 1項 (旧法では第 3条 3項) の部分のみが差別禁止の規定であったのが，こ
れに第 2項が加わり，「社会的障壁」(第 2 条で規定) を除去する措置において，「合理的な配
慮がなされなければならない」ことを定め，かつ第 3項を立て，国の責務が規定された点が注












































































2011 年 10 月 31 日受理
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